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3 目 細目

5 章
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2 項

【事業目的】

【事業内容】

【事業コスト】

単位

千円

日

日

千円

千円

千円

千円

千円

千円

コストの
増減理由

 家庭学習のすすめ印刷及び全国学力・学習状況調査抽出校以外の受験経費に
よる増
か22・23・24年度決算は、事業内容の②⑥⑦の合計額

1,115 1,202

その他財源

一般財源 0

1,978 1,115 1,202

財
源

特
財

国・県補助金

866 1,978

1,202

主担当職員

0 866

地方債

その他職員

   事業費合計 866 1,978 1,115

Ｈ21決算 Ｈ22決算

費
用

費用合計

人
件
費
その他

Ｈ23決算 Ｈ24決算

意　図
（事業の狙
い）

　基本的な生活習慣の育成を基盤として、小中連携のもと児童生徒の発達段階に応じた
きめ細かな指導を行い、確かな学力の定着を図る。

見直しの履歴

実施内容

　「梅の里チャレンジプラン」3年目として、8項目からなる事業を展開している。
①指導主幹の配置（H21～H23年度まで配置）　②小中連携教育実践校の委嘱　③学習指導
員等の配置　④英語指導補助員等の配置　⑤「家庭学習のすすめ」作成　⑥教職員研修の
実施　⑦学力テストの実施　⑧特色ある学校づくりの実施

区　分 Ｈ20決算

総合計画の
位置づけ
(後期基本計
画)

「心豊かな人と文化を育むまち」づくり

学校教育の充実

「まなびの力」の育成

対　象
（誰、何を）

　児童生徒及び教職員に対する学力向上事業の実施

根拠法令 町条例・要綱等

予算
科目

一般会計

科目
教育費 教育総務費

教育振興費

担当課 教育課 担当名 総務管理・学校教育担当

事業期間 □単年度　■単年度繰返（平成21年度開始）　□期間限定（　　　年度～Ｈ　　年度）
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【項目別評価】（Ａ高～Ｄ低）

A A B

✔�

【内部総合評価と改善計画】

ランク

【外部評価と評価委員意見】

✔�

　　縮小 ← 成果 → 拡大

外部評価 外部評価委員意見

B
　本事業の推進にあたっては、教員の指導力向上はもとより、家庭学習の質の向上、
子ども達の意欲を高める取り組みが不可欠である。事業内容を総括し、事業を継続
する必要がある。

町民・議会等の
要望・時期等

今後の方向性 □廃止　□休止　□終了　□統合　□継続　■一部見直し　→ 見直しの方向性

改善計画

　学力の診断には、文部科学省実施「全国学力・学習状況
調査」と「NRT学力・知能検査」を町内全学校で実施してお
り、各校単位で教職員による分析及び対策の検討・実施が
行われている。この取り組みを町内小中学校で連携させて
比較検討を行い、統一課題を設定して各校で対策を実施
することにより、学力向上に努めていく。

減
↑

費
用
↓

増

　教員の指導力向上と家庭学習
の定着等により、学力の向上を図
ることは喫緊の課題である。

　学力向上には継続性が重要であ
り、引き続き取り組んでいく。

　各校及び保護者が一体となり、当
該事業に取り組んでいるものであり、
その取り組み体制は整備された。
　継続していくことにより、より大きな
成果が期待される。

　学力向上には継続性が重要であり、引き続き取り組んでいく。

総合評価と理由

　「梅の里チャレンジプラン」として児童生徒の基本的生活習慣の育成と継続的な家庭学習
の取り組み、「小中連携教育」の実践、教員の指導力向上の研修会の実施により、教員の
資質向上を図り、学力向上と不登校児童生徒の解消などに具体的効果があった。学力向
上には、継続性が重要であることから引き続き取り組んでいく。 B

民間と競合している
町民負担を見直す余地が
ある

継続実施しても成果向上
の余地がない

理由 理由 理由

住民ニーズが低下、または
サービス過剰

従事人数を節減する余地
がある

対象を見直す余地がある

国・県事業と重複 事務改善の余地がある
成果向上のために事業内
容を見直す余地がある

妥当性
（行うことは適当か）

効率性
(削減余地がないか)

有効性
(成果が向上しているか)

当初の目的を達成している
事業費を節減する余地が
ある

上位施策にあまり貢献し
ていない


